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1 ．はじめに

本稿では，地方議会改革がどのような過程で実施されているかを明らか

にすることが目的である。具体的には，議会改革の成果が表れるにはどの

ように改革を進めていくべきか，また，議会改革を促進する要因があると

すれば，それは何かを町田市議会の改革の取り組みから分析する。

地方議会において議会改革が始まって，10年以上が経過している。議会

基本条例が全国の地方議会へ波及し，改革の成果が表れている議会がある。

その一方で，改革の成果が表れていない議会もあり，改革成果の度合いに

差が生じてきているともいえる。本稿では，こうした成果の差が，地方

議会改革の進め方の違いによって生じていると考えている。地方議会では，

議会運営委員会，特別委員会，調査会・検討会，常設の議会改革推進組織

のいずれかの組織を選択して議会改革が検討・実施されている。したがっ

て，地方議会改革は，どの組織を選択し，そこでどのように検討するかに

よって成果の差が生じているといえると十分に考えられるのである。

また，2006年 5 月に北海道栗山町で制定された議会基本条例は，一つの

パッケージとして受け入れられ，多くの自治体で議会基本条例が制定され
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た。2017年 3 月時点において議会基本条例を制定している自治体は797に

上り，44.6%を占める（自治体議会改革フォーラム2017）。地方議会では，

議会基本条例を制定し，改革の目的，理念を明確にした上で具体的な議会

改革が実施されているのである。この議会基本条例を制定するという手法

に対して，経験主義に基づいて，議会改革を行っている自治体として，東

京都町田市が挙げられる。

町田市の議会改革は，これまで行ってきた改革事項を精査し，絶えず

改革を進めるものである。この町田市における議会改革は，議会基本条例

をパッケージとして受け入れる手法とはアプローチが異なっており，既に

行ってきたこと，行い得ることを検討していくことで，抜本的改革という

よりも漸次的改革であるといえる。この町田市が実施してきた議会改革

は，異なるアプローチであると考えられるが，議会基本条例を制定するア

プローチとは対比される主要なアプローチの一つであると考えられる。

このように町田市議会では，議会基本条例を制定せずに議会改革を実施

しており，東京都内でも高い成果をあげている。また，改革を推進する組

織として，主に議会運営委員会において議会改革が検討されているが，特

別委員会も設置して議論がなされている。そのため，町田市の事例は他市

と比べて特殊なものであるとも考えられる。ただ，都内でも高い成果をあ

げているということから，なぜ改革がうまくいっているのか，その要因を

分析し易い事例であるともいえる。そこで，本稿では，町田市議会を事例

として，なぜ改革がうまくいっているのか，その成功要因を明らかにして

いきたい。

本稿の構成は以下の通りである。 2 ．では議会改革の動向と議会基本条

例の先行研究についてレビューし，加えて 3 ．では議会改革を検証してい

る先行研究もレビューすることで，事例研究のための分析視角を設定する。

4 ．では，その分析視角をもとに事例をみていき， 5 ．では事例から明らか

になったことをまとめる。
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2 ．議会改革の動向と議会基本条例

地方議会改革は，1994年に地方制度調査会の地方分権の推進に関する答

申で議会活動の推進が求められ，1997年に地方分権推進委員会の第二次勧

告で議決事件の範囲の拡大，臨時議会の招集要件の緩和，議案提出要件・

修正発議要件の緩和などが提示された 。そして2000年の分権改革が大き

な転換点となっている。国の機関として首長が委任されるという機関委任

事務が廃止されたことにより，自治体の条例制定権が拡大した。2009年の

第29次地方制度調査会（2009）の「今後の基礎自治体及び監査・議会制度

のあり方に関する答申」において，自治体の責任領域が拡大することから，

議会の自己改革の取り組みに加え，議決事件の追加，決算の認定などの監

視機能の強化，議会制度の自由度の拡大といった方針が確認されている。

しかし，これだけ議会基本条例が全国の地方議会に波及しているが，条

例を制定したことをもって議会改革の成果が表れているということはでき

ない。地方議会によっては，実効性のともなわない基本条例も少なくない

ということも十分に考えられるからである。神原（2017）は，議会間格差

が生じていることを指摘し，改革の先頭を走る先駆議会，議会基本条例は

制定しても実行が伴わない居眠り議会，旧態依然の寝たきり議会に三分化

されたと指摘している。その割合は，それぞれ 1 割， 2 割， 7 割としてお

り，議会基本条例が制定されても実行の伴わない居眠り議会は 2 割程度存

在していると述べている。

本来，議会基本条例を策定すれば，それをもとに具体的な改革を実施し

ていくことになる。しかし，議会基本条例を策定したが，具体的な取り組

みが実施されていないケースもあるといえる。そのことを示唆している先

行研究がある。生沼（2013）は，議会基本条例が制定されている地方議会

ほど議会改革が進んでいると理解されているが，果たしてそれが正しいの

かどうか検証する必要があると指摘する。つまり，議会基本条例を制定し



74

流経法学　第18巻 第 2号

ている議会が，改革の成果をあげているのかどうかを検証する必要がある

ということである。

そこで，生沼（2013）は，2011年末時点において，議会基本条例を制定

している北海道の18の議会を対象として，条例の内容や，その内容がどれ

だけ実施されているのかを検証している。その検証結果として，①議会ご

とに議会基本条例の条文の内容が異なること，②議会基本条例の項目毎に

運用実態を見てみると，条例に根拠規定があったとしても，改革実績が必

ずしも伴っていないことが少なくないこと，③議会基本条例以外にも，自

治基本条例や会議規則，申し合わせなどによって，各種取り組みを一定程

度，実施している議会も存在することが指摘されている。したがって，条

例の実態面や運用実態が伴っているのか，項目毎に監視，確認することが

必要であることも述べられている。

また，日経グローカル（2011）によって，全国の地方議会の改革状況が，

ランキング形式によって発表されており，地方議会において改革の成果の

差が生じていることが明らかにされている。都道府県議会において最も得

点が高かったのは，三重県の115.3点であり，最も得点が低いのが岡山県

の29.3点であった 。したがって，日経グローカルの調査によっても，地

方議会によって改革の成果に差が生まれているということが示唆されてい

る。

このように議会基本条例が全国の地方議会へ波及している中で，議会基

本条例が必ずしも改革の成果へと繋がっていないことが，先行研究によっ

て示唆されているといえる。

3 ．改革の検証に関する先行研究と分析視角の設定

3 . 1 　改革の検証に関する先行研究

近年，地方議会改革が進むなかで改革成果の検証を試みようとする先行
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研究はいくつか出てきた。そのなかで最近，研究成果として蓄積されつ

つあるのが定量研究による改革成果に関する検証である。例えば，長野

（2012: 88-95）は， 2 つのリサーチクエスチョンを明らかにしようとして

いる。自治体議会改革フォーラムが2007年から実施している，全国自治体

議会の運営に関する実態調査のデータについて共分散構造分析を用いて分

析が行われている。第 1 は，議会基本条例はどのような要素によって促進

されうるのかである。第 2 は，議員提案条例と議会による議案修正はどの

ような要素によって促進されうるのかである。分析の結果，議会基本条例

については，住民との対話の場が議会基本条例に作用していること，議会

費が議員提案条例に作用していること，議員間討議及び請願・陳情におけ

る住民の提案説明が議会による議案修正に作用していることが明らかにさ

れている。この分析結果から，近年の議会基本条例を切り口にした改革は，

住民参加と議会基本条例の組み合わせによる，住民との対話を通じた議会

改革の要素が強いとも指摘されている。

また，この長野の研究では，立法機能に関することも明らかにされて

いる。議員提案条例については，投入される資金量が最も作用する要素で

あり，議会を支えるスタッフの質と量が重要であるとしている。そのため，

議会事務局の人員確保すること，政務調査費などで人員を確保する手段が

必要であることを指摘している。

他に，筆者らが実施した先行研究もある。木下・加藤（2017），加藤・

木下（2018b），木下・加藤・北村（2018）では，定数・報酬に関するこ

と，立法機能に関すること，住民参加に関することについて検証を実施し

た。詳しいことは後述するが，議会改革を検討する際の組織の違いが，改

革成果の表れ方の違いに影響して異なる改革成果が出てきているのではな

いかを検証している。この一連の研究も，自治体議会改革フォーラムの全

国自治体議会の運営に関する実態調査のデータを用いて行っている。

ただし，その一方で，事例研究による議会改革の検証を行っている先
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行研究は極めて少ないと思われる。そのなかで，定数と報酬に関すること

を事例として，市村（2011: 28-31）は，栃木県小山市を対象とした研究を

行っている。小山市の議会改革は，2010年 4 月に議会改革推進協議会及び

専門部会が設置され，議長が議会改革推進協議会に諮問する形で，定数削

減・議員報酬削減などが検討された。議員定数については，削減ありきで

は議会制民主主義の成熟には繋がらないという意見がある一方で，近隣市

議会や歳出削減の必要性等から議員定数の削減が必要であるという意見が

あり，統一した結論には至らなかったとされる。

このように地方議会改革が始まり，10年以上が経ち，徐々にではあるが

改革成果を検証しようとする研究が蓄積されつつあるといえる。自治体議

会改革フォーラムが実態調査のデータを公表していることもあり，定量研

究による検証研究は進みつつある一方で，事例による研究はそこまで多く

ないと思われる。

3 ． 2 　分析視角の設定

地方議会改革に関する先行研究をレビューし，議会基本条例が全国の地

方議会へ波及している中で，議会基本条例が必ずしも改革の成果へと繋

がっていないこと，改革成果を検証する定量研究は蓄積されつつあるが，

事例研究についてはそこまで多く蓄積されていないことを確認することが

できた。では，全国へ地方議会改革の取組みが波及しているなかで，成果

の差がなぜ生まれているのか，また，成果が表れている地方議会ではどの

ように改革を進めているのか，について疑問が生まれてくる。そこで，本

稿では，一定の成果が出ている東京都町田市議会では，どのように改革が

進められているのかその過程を事例研究によって分析する。そのなかで本

稿は，検討組織の違いを踏まえ町田市の改革過程を分析していきたい。

本稿では，議会改革を行っている自治体間においても成果の違いが生じ

ている要因の 1 つとして，議会改革の検討組織や進め方の違いが大きく影
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響しているのではないかと考えている。廣瀬・自治体議会改革フォーラム

（2016）では，全国の地方議会改革の実態についてアンケート調査によっ

て明らかにしており，そのなかで議会改革を進めていく際の推進組織につ

いて尋ねている。

最も多い形態は「議会運営委員会の案件として検討している」であ

り，39.4％（394議会）を占めている。次に，多い形態は「特別委員会を

設置して検討している」であり，20.3％（315議会）となっている。次に

「議員のみで構成する調査会・検討会などで検討している」という形態が

12.7％（198議会）という結果となっている。その他，「常設の議会改革推

進組織を設置している」が4.6％（72議会），「議員以外の専門家あるいは

市民も参加する組織で検討している」が0.1％（ 2 議会）である。

また，改革の形態が異なることは，以下の点の理由からも成果が異なっ

てくると推測することができる。まず，構成メンバーによって，成果の違

いが表れるということである（加藤・木下2018a）。議会運営委員会は議員

のみで構成されており，議員の意向が成果により反映されやすいことが考

えられる。その一方で，検討組織に学識経験者や住民が含まれれば，そう

したメンバーの意向も成果に反映されることになり，議会運営委員会によ

る改革とは異なる成果が表れることが考えられる。

他にも，開催の目的，頻度によっても改革の成果が異なってくること

が考えられる。その議会がどのような目的で改革を進めているのか，また，

どの程度の頻度で議会改革に関することが検討されているのかによって，

改革成果の違いが出てくることが推測できる。

町田市議会では議会運営委員会及び特別委員会による改革を行っている

ため，表 1 で示されている改革の成果があげられたかを検証する。そこで，

町田市の事例を分析する上で，「いかに町田市の議会改革は進められてき

たか」という問いを立て，以下の 3 点を分析の視角とする。
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第 1 に，議会改革がどのような因果メカニズムで改革の成果が表れてい

るのかを明らかにする。前述した定量的研究では，どのような因果メカニ

ズムが働いて効果が表れているのかが明確ではない（ 1 ）。そのため，改革

事例を過程追跡することで，因果メカニズムの説明を行うことにする。本

稿では，町田市の議会が議会運営委員会を中心とし特別委員会を活用しな

がら，どのような過程で改革を進めているのかを分析していく。分析して

いくにあたっての仮説は以下の通りである。

仮説：�議会運営委員会は，議会運営に関する事を検討する場であり，議案

に対する議員の賛否を公開することや，委員会記録の公開といった

透明化に寄与するとともに，議員間討議や首長の反問権の導入など，

討議機能の強化に寄与する

そうなると，町田市議会の特別委員会では，議会運営委員会で議論さ

れる透明化，討議機能以外の改革項目が主に検討されていると推測できる。

（ 1 ）　政治科学（political science）では，King et al.（1994）が指摘して以降，因果関
係を明らかにすることが目的とされてきた。こうした定量研究に対して，George 
and Bennett（2005）は定性研究の重要性を指摘し，過程追跡の必要性を指摘している。

表 1．地方議会改革の検討組織とその成果の推論
議会運営委員会の案件 特別委員会の設置

住民参加　 ○ △
定数と報酬 × △
透明性　　 ○ ×
立法機能　 × △
討議機能　 ○ △

（出典）筆者作成．
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そもそも，特別委員会では，議員の賛否の表明など透明性を図る改革は進

みにくいと考えられる。その理由として，議会の運営に関することは所

管として扱いにくいことに加え，議会の少数派が公開しようとした場合に，

多数派が現状を志向し反対することが考えられるためである。反対の立場

を表明しようとする少数派に対して，多数派は賛成する立場を有権者にア

ピールするインセンティブを持たないためである。町田市では，議会運営

に関することは議会運営委員会，その他の事全般は特別委員会と役割が分

担されていると思われる。

第 2 に，議会基本条例を制定していない議会でも，議会改革は可能であ

るのかを明らかにする。2006年以降，議会基本条例を制定する議会は年々

増えている。しかし，生沼（2013）で明らかにされているように，必ずし

も議会基本条例を制定している議会が，改革の成果をあげているとはいえ

ない。そのため，議会改革を進めていくうえで，必ずしも議会基本条例を

制定する必要性が無いといえる。むしろ，議会改革を運用面においても行

う取り組みが必要であると考えられる。本稿で取り上げる町田市議会は，

議会基本条例を制定していない。そのため，議会基本条例を制定していな

い議会であっても，改革が可能であるのかを検証する。

第 3 に，定性研究を行うことにより，議会改革の形態だけでなく，議会

改革の成果を挙げる要因が他に無いのかを明らかにする。定量研究では，

定量化できる要因に関して分析が可能である。また概念が適切であったと

しても，当該概念を示す代替変数が取りえないものも存在する。そうした

場合，定量研究では，変数無視のバイアス（omitted variable bias）が生

じる。一方，定性研究では，定量研究で明らかになっていない要因を明ら
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かにすることに長けている（ 2 ）。

事例研究にあたって，町田市の議会事務局職員と，吉田つとむ議員へヒ

アリング調査を実施した（ 3 ）。また，ヒアリング調査時に頂いた資料など

も参考にして改革の過程を記述していく。

4 ．町田市における議会改革

4 ． 1 　町田市議会改革の現状

町田市は1958年 2 月に 1 町 3 村が合併し，東京都で 9 番目の市として

誕生した。町田市の人口は42万8,572人であり（2017年 1 月 1 日現在）（ 4 ），

首都圏の中核的都市として発展してきた。首都東京の人口膨張に伴い，交

通の便が良いため，住宅地として適している。町田市議会の定数は36人で

ある。常任委員会の数は 4 つであり，総務委員会，健康福祉委員会，文教

社会委員会，及び建設委員会が存在している。それに加え，議会運営委員

会，決算特別委員会，その他の特別委員会が設置されている。会派構成に

ついては，表 2 の通りである。2017年10月末時点での議員の平均年齢は47

歳であり，女性議員は36人のうち 9 人の25％を占めている。

町田市は，地方議会改革の取り組みにおいて高く評価されている。早稲

（ 2 ）　定性研究では理論検証型の事例研究とともに，理論構築型の事例研究が存在し
ており，理論構築型の研究はグラウンデッド・セオリー・アプローチ （Grounded 
Theory Approach）として確立されている（木下 1999）。グラウンデッド・セオリ
ーでは，概念の整理から理論構築を目的とするものであり，その際，質的な変数が
新規に示される。

（ 3 ）　町田市議会事務局へのヒアリング調査（2017年10月 5 日町田市議会事務局）吉
田つとむ議員へのヒアリング調査（2017年10月16日町田市議会議長室）

（ 4 ）　町田市HP「町田市の人口」
　　https://www.city.machida.tokyo.jp/shisei/toukei/setai/matidasinojinnkou.html

（2018年 1 月19日現在）
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田大学マニフェスト研究所（2016）が発行している議会改革ランキングが

参考となる（ 5 ）。早稲田大学マニフェスト研究所（2016）は情報共有，住

民参加，機能強化の 3 つの観点から評価している。①情報共有では本会議

などの議事録や動画，政務活動費・視察結果の公開等が評価され，②住民

参加では傍聴のしやすさ，議会報告会などの実施，住民意見の聴取等が評

価され，③議会機能強化では議会本来の権限・能力を発揮するための機能

強化状況等が評価される。このランキングにおいて，町田市は，一般市の

ランキングで 9 位となっており，情報共有 1 位，住民参加13位，機能強化

56位となっている。東京都内では 1 位となっており，議会改革が進んでい

ると評価されている。したがって，町田市議会の議会改革は，先進的な事

例であると考えられるのである。

町田市議会では，議会運営委員会と特別委員会によって，議会改革が進

められている。他議会では， 1 つの検討組織を立ち上げて実施されること

が一般的であると考えられる。

また，町田市は，定数36人の大選挙区制を採っているが，議会のなかで

（ 5 ）　2016年の調査では，1347議会から回答を得ている。

表 2．2017年10月末時点での町田市議会の会派構成
会派名 人数
自民党 11人
まちだ市民クラブ（民進党・生活者ネットワーク・社民党） 9 人
公明党 6 人
共産党 4 人
保守連合（無所属） 4 人

（注）町田市では2018年2月25日に町田市議会議員選挙が行われ，調査当時と会派構成が
異なっている。

（出典）筆者作成．
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会派が機能しているといえる。多くの市町村議会では，大選挙区制を採っ

ているため，無所属議員の割合が高まっている傾向がある。こうした無所

属議員の場合，会派が形成されておらず，議会改革に対する関与は弱く

なってしまう。そのなかで，町田市の無所属議員は 4 名であるが，保守連

合として 1 つの会派が形成されている。そのため，会派が形成されている

ことから，無所属の議員も議会改革調査特別委員会に委員として選出され

ており，議会改革に対して関与できている。

町田市議会の議会改革の事例は，他議会の事例と比べて特殊性を持って

いるともいえる。こうした点を踏まえつつ，町田市議会の改革過程を見て

いく必要があるといえる。

具体的な議会改革の過程について触れる前に，町田市議会で改革が実施

されるようになった背景について述べる。町田市議会の改革背景の 1 つと

してあるのが，開かれた議会を実現することにある。特に，最も関心があ

るのが，住民が議会にどれだけ関心を持っているのかである。町田市で

は，住民意識について調査が実施されており，そこでは「あなたは，町田

市の市議会に関心がありますか」という設問がある。そこでは「関心があ

る」，「まあまあ関心がある」と答えている割合が最も多い年が2009年であ

り49.2％となっている。他方で，最も低い割合となっている年が2015年の

33.8％である。

他にも，「あなたは，市議会に関する情報を何で知ることが多いですか」

という設問についても，「広報まちだ」，「町田市議会ホームページ」，「町

田市議会だより」，「議員」の 4 つの選択肢がある。これについても「広報

まちだ」で知る住民は，2007年に71.5％であったが，2016年には49.5％と

低下している。また，「町田市議会だより」についても，2007年に52.7％

であったのが，2016年に35.8％となっている（ 6 ）。

（ 6 ）　町田市議会（2017）「行政視察調査事項〈議会改革の取り組み〉」
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こうしたデータが示すように，近年，住民の市議会に対する関心が低

下しつつあることに危機感をもち，議会の中で積極的に改革が実施されて

いるともいえる。その一方で，近年の傍聴者数を見れば，2014年に949人

であったのが，2016年に1,243人と増加している。町田市では，こうした

データに最も関心を持っており，住民に開かれた議会を目指して改革を実

施しているのである。

4 ． 2 　議会運営委員会と議会改革特別委員会による改革

町田市議会では，議会運営委員会と議会改革特別委員会の二つの委員

会によって，議会改革が推進されている。そのなかで，議会改革の改革事

項については，議会運営委員会にて議題が設定されている。議会運営委員

会のなかで，他議会の改革の取り組み状況についての視察が実施された際，

他市の議会が実施している改革を町田市でも取り入れるべきか，また，取

り入れる場合はどうするべきなのかが，視察の度に議論が行われている（ 7 ）。

したがって，町田市議会では，議会改革に関する議題について議会運営委

員会で設定されていることになる。

議会運営委員会で議題が設定され，その後，議題の案件によって議会運

営委員会がそのまま議論するケースと，議会改革特別委員会で議論される

ケースがある。議会運営委員会で議会改革に関する検討事項が提案され，

（ 7 ）　他市の取り組みをそのまま取り入れるか，修正して取り入れるかについては，
教訓導出（lesson-drawing）によって捉えることができる。教訓導出によって行
われる政策対応としては，Rose（1991）は①特定の政策をそのまま移転する模倣，
②特定の政策を自国や地域の文脈に合うように修正して採用する適合，③政策手段
に関してはある政府から，制度に関しては他の政府からといったように， 2 つの政
府から政策要素を組み合わせていくという合成，④さまざまな政府の政策要素をも
とに新しい政策を形成する統合，⑤他の政府での政策を刺激として新しい政策を形
成する刺激という 5 つを挙げている。
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それをすべて議会運営委員会で議論していくことは不可能である。町田市

議会では，改革の検討事項の一部分を特別委員会に振り分ける形で改革が

進められる。

まず，議会運営委員会でどのような項目が検討されてきたのか，また，

どのように検討がなされてきたのかを確認していく。

主に，議会運営委員会で検討されていた項目を挙げると，①住民と議会

のかかわりに関する事項，②議会の情報提供に関する事項，③議会運営に

関する事項，④議会基本条例の 4 つが挙げられる。具体的な検討項目につ

いては，表 3 の通りである。このように，議会運営委員会では，こうした

議会運営に関することが中心に検討されている。

町田市では，議会運営委員会で議会改革の課題が設定されるなど，推進

組織として中心的な位置づけにある。また，議長へのインタビュー調査に

おいて，議会改革を実施する際，議会運営委員会を活用した方が，改革が

実施し易いという回答を得ている。町田市の議会運営委員会では，「議会

だより」を作成していることから，会期中ではなくとも議会運営委員会が

開催される。「議会だより」の作成について，吉田議長は次のように述べ

ている（ 8 ）。

「議会運営委員会はずっとやっていますので，議会運営委員会は休会

中も元々，うちの場合はですね，議会だよりっていうのを出すのを，

議運が丸々担当しているんですよ。だから，必ず終わったら，編集を

担当しないといけないという問題がありますから，必ず会議を一回開

くようになっているんですよね。それから，始まる前，議会が始まる

前に今度の分を色々決めなくちゃいけない。会議とかそんなのをまあ

市長から出てきた分とすり合わせしたやつを決定するということがあ

（ 8 ）　吉田つとむ議員へのヒアリング調査（2017年10月16日町田市議会議長室）
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りますから，もう自動的に二日間分は会議の外にあるわけですね。」

このように会期外での議会運営委員会の活動が必ず 2 日以上が確保され，

日頃より他会派との話し合いの機会が持たれることとなる。また，メン

バーが固定化されており，議会改革に関することもすり合わせが行いやす

く，円滑に改革が実施できるということである。その他，議会運営委員会

で決定した事項は，本会議へ報告するのみであり，改革を実施していく上

で迅速な対応が可能であるということもある。この点，次に触れる特別委

員会とは大きく異なる点である。特別委員会の場合，委員会で決定した事

表 3．議会運営委員会における検討事項
検討事項 その内容

市民と議会のかかわり
に関する事項

ア．議会報告会・議会懇談会・公聴会・参考人制度な
どの活用のルール化，イ．モニター制度・市民アン
ケート調査，ウ．夜間議会・青空議会・模擬議会・議
場開放，エ．請願の意見陳述に際してヒアリングシー
ト等の用意で当日来られなくても趣旨の補足説明がで
きるような仕組み，オ．陳情の取り扱い

議会の情報提供に関す
る事項

ア．議会だよりの編集・充実について，イ．議会ＨＰの
編集・充実について，ウ．ツイッター等のソーシャル
メディアの活用について，エ．会派の情報公開につい
て，オ．議長交際費の公開，議会の結果のプレス発表，
カ．一部事務組合の報告

議事運営に関する事項 ア．一般質問及び質疑の通告書の工夫，イ．申し合わせ
事項・会議規則の再確認，ウ．請願の紹介議員の役割
の確認，エ．議員間討議・政策討論，オ．議会改革特別
委員会の常設化，カ．行政側への説明・答弁の簡潔化
と虚礼の廃止，キ．会議への配布資料，スライドや動
画活用の規定，ク．服務規程，ケ．議場・委員会室に持
ち込める備品・機器などの確認，コ．傍聴規則の再確
認

議会基本条例 ア．議会基本条例の策定
（出典）町田市議会（2017）「行政視察調査事項〈議会改革の取り組み〉」より筆者作成。
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項は本会議においてあらためて議決する必要がある。

こうした事柄が検討され，議会改革が実施されているのである。そのな

かで，議会の透明化や討議機能の強化の取り組み等について挙げれば表 4

の通りである。議会運営委員会では，こうした議会の透明化及び討議機能

の強化に関することの成果を大きくあげているといえる。

常任・特別委員会のインターネット中継を行うこと等，議会の透明化を

高める取り組みは，2012年に新庁舎への移転があったからこそ，進められ

たともいえる（ 9 ）。議会中継のシステムを導入するための費用がかかるこ

とや，議場やカメラの配置といった問題もあり，旧庁舎では難しかったも

のと考えられる。また，新庁舎より電子表決（押しボタン式）を導入した

ことから，個人の議案への賛否が明確に示されるようになったといえる。

また，一般質問の開催日数が 5 日に 1 日増やす取り組みがなされている。

これは全ての議員が質問を行うことで，住民に対して模範となるような姿

勢を示している。質問を行わない議員は，次回選挙で落選する恐れがあり，

議員は活発に質問を行っている。さらに，町田市議会では，議員の質問時

間を60分にすることで，スケジュール管理を分かりやすくし，傍聴者が誰

の質疑が何時からか分かるようになったことが利点として挙げられる（10）。

質疑と答弁の時間をカウントする往復方式により，追及が弱まるのではな

いかという懸念があるが，吉田議長は，もし疑問が残っている場合，次回

に質問すれば良いため，追及が弱まる訳ではないとしている。むしろ，質

問の回数制限をなくしたことにより，議会による追及が強まるものと考え

られる。

（ 9 ）　町田市議会の新庁舎には親子傍聴室が設置されており，小さい子供連れであっ
ても傍聴できるように配慮がなされている。

（10）　「町田市議会申し合わせ事項」において「一般質問の発言については，回数の制
限はなく， 1 人60分の範囲内で行ない，答弁者の発言はこれに含める。」と規定さ
れている。
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次に，特別委員会では，どのようなことが検討されているのか見ていく

ことにする。特別委員会では，議会運営委員会で議題として設定された改

革事項の一部を検討している。1999年から2001年の間には，「町田市議会

の改革に関する調査特別委員会」，2006年から2009年には「議会改革調査

特別委員会」，2011年から「町田市議会改革調査特別委員会」が設置され

ている（11）。この特別委員会において，2006年から2015年まで検討された

（11）　2010年と2014年は，市議会議員選挙の年であるため，議会改革調査特別委員会は
設置されていない。

表 4．議会の透明化及び討議機能の強化
①�新庁舎より，本会議場において電子表決を行うことを決定（2010年 7 月16日，

議会運営委員会）
②�新庁舎より，常任・特別委員会のインターネット中継を行うことを決定
（2010年 8 月25日，議会運営委員会，2012年 9 月定例会から開始）

③新庁舎より，個人の表決結果を公表（2010年12月 1 日，議会運営委員会）
④�一般質問の開催日数を 4 日間から 5 日間にすることを試行する（2012年 4 月

16日，議会運営委員会）⇒2013年より 5 日間に決定する（2013年 7 月18日，
議会運営委員会）

⑤�議員間討議を委員会の請願審査に導入する（2012年11月29日，議会運営委員
会）

⑥�スマートフォンでの議会中継視聴の開始・ホームページで声の議会だよりを
聴けるようにした（2015年 3 月12日，議会運営委員会）

⑦政務活動費収支報告書をホームページ上で公開（2015年 4 月 2 日公開）
⑧傍聴者への一般質問資料の閲覧（2015年第2回定例会から）
⑨政務活動費収支報告書を町田市議会だよりで公開（2015年第3回定例会から）
⑩�政務活動費に関する領収書をホームページ上で公開することを決定（2015年

12月22日可決，2016年10月17日ネット公開）
⑪�政務活動費の会計帳簿をホームページ上で公開することを決定（2017年 7 月

20日議会運営員会決定， 8 月28日に本会議報告）
（出典）町田市議会（2017）「行政視察調査事項〈議会改革の取り組み〉」より筆者作成。
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事項についてまとめたものが図 1 である。

特別委員会では，会期，その年度によって議題が特定化されているとい

える。例えば，2011年から2013年の間では，議員定数，報酬，期末手当に

ついて，2007年，2015年には政務活動費について議論されている。その時，

議会にとって優先的に対応すべき議題の一部が，このように特別委員会に

おいて議論されていることになる。

町田市の特別委員会では，政務活動費などの議員個人や会派の政務調査

活動に関すること，地方自治法の改正による対応などを中心に議論がなさ

　（注）�一括審議されている場合は，中心的な議題をカウントしている。また，委員長
の選任についてカウントしていないため，委員会開会回数とは一致していない。

（出典）�町田市議会HP「第15期町田市議会改革調査特別委員会」，「町田市議会改革調査
特別委員会」，「議会改革調査特別委員会」議事録より筆者作成。

図 1．特別委員会での議題
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れている。また，特別委員会は，閉会中も審査が行われており，委員会の

開催頻度は高い。そのため，特別委員会によっても，一定の改革成果が表

れているといえる。

また，町田市議会では，無所属の議員も会派が形成されていることから，

特別委員会に委員として議会改革に関与できている。そのため，特別委員

会では，会派ごとで意見を集約し，多くの議員の考え方が反映されながら

改革が実施されているといえる。

そして，特別委員会で検討され改革が行われた事項として，①地方自

治法の改正に伴う対応事項，②議員の調査活動に資する事項（議員活動の

情報共有や省力化・文書の電子化，政務調査費ハンドブックへの追加事項，

リファレンス・資料要求等，調査ツールの明確化），③議会の権能強化に

関する事項（議決事項の拡大，外郭団体への監視機能，専決処分に関する

範囲の明確化，専門的知見・外部機関の活用），④議員の身分に関する事

項（議員倫理の再確認，新人議員研修会）がある（町田市議会2017）。特

別委員会では，地方自治法改正への対応や議決事件の追加といった法的な

問題を中心に扱っているといえる。その面において，一部，立法機能の強

化が図られているといえる。

特別委員会における改革の一例として，請願者の議会での意見陳述が挙

げられる。町田市議会では2009年 6 月23日に委員会提出議案として「証人

等の実費弁償に関する条例の一部を改正する条例」が可決された。静岡市

の取り組みの事例を踏まえて，住民が議会に参加できる仕組みを導入した

といえる。請願者に対して，実費弁償として交通費程度の日当1000円が支

給される。このように特別委員会による改革によって，議会への住民参加

も推進されているといえる。

4 ． 3 　議会事務局の関わり

議会改革の過程を見ていく上で，議会事務局の体制と関わり方について
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も触れておきたい。議会事務局に関する研究として長野（2015）が挙げら

れる。長野（2015）は議会事務局の新しい補佐機能として，仲介機能の重

要性を指摘している。議会事務局は党派に立脚していないため，中立性を

持ち，住民と議会をつなぐアクセスポイントになるとされる。また，大森

（2017）によると，議会事務局の職員体制は自治体によって異なっている

が，充実していないことを指摘している。その要因として，首長に予算編

成権を専属させ，議案提出権を与え，必要に応じて議会審議への出席を認

めている体制のもとでは，事務局に多くの職員を配置する必要はないこと

を挙げている。このように議会事務局については重要性が指摘されながら

も，首長の権限が強いため，事務局は軽視されてきたといえる。

このように議会事務局職員が充実していないとされる状況の中，町田市

議会の事務局は，2017年10月現在，正規職員が17名，嘱託職員が 1 名の計

18名の職員体制で職務が遂行されている（12）。そのなかで，10年以上，議

会事務局に所属する職員が2名存在している。自治体職員は，頻繁に人事

異動があり，ジェネラリストを育成する傾向にあるが，町田市の議会事務

局の一部の職員は，10年以上，議会の事務に関わっており，スペシャリス

トが育成されているといえる。そのため，町田市議会では，地方議会に関

する専門的な知識をもつ職員が事務局におり，議会が改革を実施する際の

サポート体制が整えられている。

また，議会事務局が議長の指導のもと議会ホームページを管理しており，

現在，議会で議論されている議題や，住民に必要な議会情報を常に更新を

し，町田市の住民に議会について関心を持ってもらえるようなことも意識

している。議会事務局としても，議会の透明化に関して強い意識を持って

（12）　全国市議会議長会（2017）の「市議会議員の属性に関する調：平成29年 8 月集計」
によれば，人口規模30万人から40万人の議会事務局の平均職員数は16.1人，人口規
模40万人から50万人であれば18.0人となっている。人口約43万人の町田市では，議
会事務局の職員数は平均程度であると考えられる。
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おり，住民に対する情報提供については積極的に実施している。例えば，

町田市では2011年10月より議案のカルテを作成しており，議会の審議・審

査内容をインターネット上で適宜公開している（13）。加えて，民間路線バ

スやコミュニティーバスにおいても，「市議会を開きます」ポスターの掲

示を行っている。このように事務局は，積極的に広報活動を行い，議会傍

聴者を増やすことに努めている。

町田市の議会改革において事務局の関わり方としては，あくまでも議会，

議員をサポートすることであり，改革を先導するようなことはないのであ

る。他市の議会改革の取り組み状況などの情報を収集するなど，高い情報

収集能力によって議会改革が円滑に進むように議会をサポートするのが議

会事務局の主な役割となっているのである。

4 ． 4 　まとめと事例からの示唆

町田市では，議会運営委員会を中心として議会改革が実施されており，

特に，議会の透明化や討議機能の強化という点において成果が表れていた。

議会運営委員会は，「議会だより」を作成することから，会期中以外も開

催されることが多いといえる。また，議会運営委員会での合意形成が容易

であることや，本会議での決議が不要であったという点からも，円滑な改

革が実施できたといえる。したがって，今回の町田市議会の事例から，議

会運営委員会を中心として改革を実施すれば，議会運営に関する透明化や

討議機能の強化について一定の成果が得られることを確認することができ

た。これは本稿で設定した仮説が概ね検証されたといえる。

加えて，特別委員会による改革は議会運営委員会よりもやや進みにくい

（13）　議案のカルテについては議長の決定により行われている。この議案のカルテにつ
いては，通常，議会報告会で説明される内容であることを2017年10月 5 日の町田市
議会事務局へのヒアリング調査で確認している。
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と考えられる。その理由としては，議会運営委員会による改革は，委員会

での議決を経ずに，会派間での協議・同意を得た後に，本会議に報告する

ことによって進められるためである。Strøm（1998）は，委員会を権力分

散システムと捉えており，委員会を政党間で協調し，取引を行う機関であ

るとしている。これは委員会に本会議の権限が委譲されることにより，少

数会派の影響力を高めているといえる。議会運営委員会では議決を経ない

ことにより協調が促進されることに対して，特別委員会では議決が必要と

なるため，少数会派の賛成が求められることに加え，議事録が作成される

ことから，慎重に改革を進めていると考えられる。議会運営委員会と特別

委員会の委員会の性質の違いによって，改革の進みやすさに違いが現れる

ものと考えらえる。

また，町田市議会の特徴を挙げれば，議会基本条例を制定せず，議会改

革を実施している点である。本稿において明らかにしたことの 1 つとして，

町田市議会の事例を踏まえれば，必ずしも議会改革の成果を得るために議

会基本条例は必要ではないということである。先行研究で明らかにされて

いるように，議会基本条例を制定している議会では，必ずしも成果をあげ

ているということではなかった。町田市議会の事例は，最初に改革理念を

掲げて抜本的に改革を実施するのではなく，議会基本条例を制定せず，既

に行ってきたこと，現実として改革が行い易いところを優先的に実施して

きた取組みの積み重ねであるといえる。

町田市議会のスタンスとしては，これまで積み重ねてきた改革成果を踏

まえた上で，議会基本条例を制定することはあるかもしれないが，2017年

10月時点において条例を制定する予定はないということである。議会基本

条例を制定せずに，議会改革を実施する地方議会の例はあまりないと思わ

れる。ただし，この事例から，議会基本条例が無くとも，議会内の議員や，

議会事務局の職員が議会改革の理念や目的を共有できていれば，改革を実

施していくことが可能といえるのではないだろうか。この点が今回の町田
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市議会の事例からの大きな示唆であるといえる。

他にも，議会改革を実施する際，議会事務局のサポートが重要である

ことも事例から示唆される。町田市の場合，10年以上にわたり議会事務局

に所属する職員がいることなど，議会に関する知識を熟知する職員が大き

な役割を果たしているといえる。議会改革を実施する上で，議会の事を熟

知する職員は重要な存在ではないだろうか。議会改革の成果をあげるには，

やはり事務局機能についても合わせて議論していくことが必要である。

5 ．おわりに

本稿では，以下の 3 点を明らかにした。第 1 に，町田市議会においては，

議会運営委員会及び特別委員会により改革が進められており，その過程を

明らかにした。議会運営委員会を中心とした改革は，透明化や討議機能の

強化に関する成果が出やすいと仮説を設定した。その仮説と適合する通り

の結果が示されたといえる。町田市の事例を踏まえ，議会運営委員会によ

る改革は，透明化及び討議機能の強化に資することが明らかとなった。ま

た，特別委員会による改革は，一部の立法機能や住民の議会への参加を強

化していたといえる。

第 2 に，議会基本条例の制定は議会改革にとって，本質的に重要なもの

ではないことが明らかとなった。町田市の事例のように議会基本条例を制

定していなくとも，十分に改革を進めることができるといえる。議会基本

条例の制定は，運用面での実態を伴わなければ，形だけの議会改革である

といえる。町田市では議会基本条例を制定しないからこそ，行動を伴う実

質的な改革となっているといえる。

第 3 に，議会改革の成果をあげる要因として，議員の平均年齢が若く女

性議員が多いことに加え，事務局職員の補佐が挙げられる。事務局の職員

がスペシャリストとして，議会の改革を補佐し，積極的に情報公開を進め
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ることで，議会の傍聴者数が増加しているものと考えられる。議員，議会，

議長，事務局職員という各アクターが連携し，議会改革を推進しようとす

る姿勢が成果として表れているといえよう。また，本来的には，議会事務

局職員は執行機関からの独立性を確保するために，独自採用を行うことが

望ましい。議会事務職の採用区分を分けて，採用を行うことは可能である

とされる（高沖 2018）。二元代表制を機能させるためには，職員のレベル

においても執行機関と距離を保つことが求められるといえる。

事例研究を行う上での課題として，町田市議会の事例は，いくつかの点

で特殊性を持っている可能性がある。議会運営委員会と特別委員会を併用

して改革を実施しているところは必ずしも多くないと思われることや，無

所属の議員でも会派が形成されていることである。会派間で取り決めを行

う際に，一度会派で持ち帰り，再度協議した上で改革に取り組むという進

め方は，会派が議会内で役割を果たしている中規模以上の人口規模がなけ

れば，機能しないことも考えられる。

町田市議会における議会改革の課題として，立法機能の強化が求められ

ることを吉田議長は述べている（14）。実効性のある議員提出議案を制定で

きるように研究し，執政府に対して制約をかけるほどのものが立法機関と

して求められているとしている。議員提案条例については，議会運営委員

会及び特別委員会による議会改革を推進しているからといって，制定が可

能になるものではないと考えられる。議会が執政府と対立し，二元代表制

を機能させる意思を示し，議員及び職員が協力した上で，政策を立案して

いくことが求められる。

今後の課題として，議会運営委員会によって改革を実施している他市の

事例との比較研究を行っていくことが必要である。また，他の検討組織を

採用している事例の研究も実施していくことが必要である。例えば，常設

（14）　吉田つとむ議員へのヒアリング調査（2017年10月16日町田市議会議長室）
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の検討組織を設置している議会では，外部の専門家等も加わって検討され

ている可能性があることから，今回の過程とは異なる形で改革が実施され

ていることが十分に考えられる。もちろん，改革成果の表れ方も異なって

くるであろう。加えて，複数の事例を調査し，比較研究を視野に入れなが

ら研究を行っていく必要がある。こうした研究を実施することで，議会改

革の進め方について現場に対して何らかの示唆を与えていくことが可能と

なる。
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